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	 現在の企業を取り巻く外部環境は、変化が激しく、将来の予測が立てにくい時代になっ

ています。このような時代において、企業が求める人材も変化しています。環境変化を的

確に捉え、既成概念に捉われない発想を持った人材が求められています。	

	 そのために、自律した社員を育てるための「キャリア開発」が注目されています。	

	 本情報レポートでは、高いモチベーションを保ち、自社の収益向上にも貢献できる社員

を育てるための「キャリア開発」に焦点を当て、その具体的な進め方について解説します。	

	

	

	 業績回復基調にある企業は、一層の業績拡大を図るために人材の確保を急いでいます。	

	 人材の確保にあたっては、自社の生産性を上げるために、新卒採用でなく、即戦力を求

める企業が増えています。	

	 社員を即戦力として活用するために、あらゆる環境変化にも対応できる人材を育てる必

要性が高くなっており、そのためにもキャリア開発の必要性は高まっています。	

	 自社が社員のキャリア開発を支援することは、以下のような大きなメリットがあります。	

	 	

■キャリア開発を支援するメリット	

●自律した社員を養成	

終身雇用制度が崩壊している現在において、社員は、会社に依存するのではなく、自分自身

が自律するという気概を持つ社員を育成する。	

	

●生産性の向上	

技術・スキルの陳腐化や、生産工場の海外移転により、これまでの技術レベルでは通用しな

くなる可能性が高く、社員のキャリア開発によって、新たな技術や能力を身に付けることが

可能となる。	

	

●社員の能力開発	

組織での役職やポストには上限があり、新たな職員が役職や等級を上げることは難しい状況

である。社員自らが将来を見据えた準備を行い、自分自身必要な能力開発や経験をする意識

を持つことができる。	

キャリア開発が求められる背景 

１｜キャリア開発の必要性     
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	 ライバル企業との競争が激化している中で、顧客から要求されるニーズに対応するため

には、常に、新商品・サービスの開発や既存商品・サービスを見直していく事が求められ

ます。	

	 高まっている顧客ニーズや環境変化に対応するためにも、社員のキャリア開発を進めて

おく必要があります。	

	 社員一人ひとりのキャリア開発は、自社の発展につながるため、これを支援するための

取り組みが必要です。	

	

	

	

	 キャリア開発研修は通常、社員自身のキャリア開発のために行われるものです。	

	 社員自身がこれまでを振り返り、自身のキャリアアップや次のステージへ進むために必

要とされる新テーマを習得することを目的としています。	

	 労務行政研究所が行った調査結果によると、研修の導入状況として、キャリア研修より

階層別研修の導入企業が多いことが明らかになりました。	

	 この結果から、キャリア開発研修についての必要性をまだあまり感じていない経営者が

多いと推察されます。	

	 しかし、前述したとおり、社員の能力を最大限引き出すためにも、企業側も積極的に社

員のキャリア開発を支援していく必要があるといえます。	

	

■キャリア研修の導入状況	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 (社)、％	

区	 分	

全産業	

製造業	 非製造業	
規模別	

1,000 人	
以上	

300～	
999 人	

300 人	
未満	

合	 計	
（169）	
100.0	

（55）	
100.0	

（54）	
100.0	

（60）	
100.0	

（79）	
100.0	

（90）	
100.0	

①階層別	
研修	

現在導入している	 45.6	 47.3	 50.0	 40.0	 49.4	 42.2	

今後５年以内に	
導入する予定	

27.2	 29.1	 20.4	 31.7	 30.4	 24.4	

現在導入しておらず、当
面、導入する予定もない	

27.2	 23.6	 29.6	 28.3	 20.3	 33.3	

合	 計	
（169）	
100.0	

（55）	
100.0	

（54）	
100.0	

（60）	
100.0	

（79）	
100.0	

（90）	
100.0	

②年代別	
研修	

現在導入している	 35.5	 58.2	 33.3	 16.7	 40.5	 31.1	

今後５年以内に	
導入する予定	

23.7	 18.2	 24.1	 28.3	 25.3	 22.2	

現在導入しておらず、当
面、導入する予定もない	

40.8	 23.6	 42.6	 55.0	 34.2	 46.7	

出所：労務行政研究所調べ

２｜まだまだ少ないキャリア開発研修の実施状況     
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	 多くの企業にて実施されている社員研修は、社員一人ひとりが与えられた役割を遂行す

るために、実務に直結したテーマについての研修の機会を与えているケースが多いと思い

ます。これからの社員育成は、個々の能力を引き出し、その可能性を伸ばすことを目的と

したキャリア開発研修が必要といえます。	

	 キャリア開発研修による社員の成長に従い、以下の図に示すような、職務権限の拡大、

インセンティブの付与、そして新たなキャリア開発を継続的に進めていくべきです。	

	

■社員の可能性を伸ばす自律型のキャリア開発体系	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 社員のキャリア開発にあたっては、企業側のサポートも必要ですが、重要なことは、社

員自身が自らのキャリア開発プランを描く機会をつくることです。	

	 今後は、社員自身の自律的な関わりから自分自身の成長を目指した取り組みができるよ

うな仕掛けが求められています。	

	

■キャリア開発の推進ポイント	

●社員自身が自らのキャリア開発プランを描き、自らがキャリア開発に取り組む機会	

を与える。	

●企業側は、キャリア開発につながるための支援を実施する。	

●社員の成長段階に応じた職務・権限を広げ、貢献度によりインセンティブを与える。	

	

３｜社員の可能性を伸ばすキャリア開発体系     

社員の自律を促すキャリア開発を行

い、その成果についてインセンティブ

を与えたり、新たなステージを与えて

いくことが必要である。	
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	 多くの企業では、組織の進むべき方向性を示すためにビジョンを掲げています。ビジョ

ンは、人や組織の成長の原動力となり、組織全体が進むべき方向を共有することができる

からです。	

	 強い組織では、組織が掲げるビジョンを社員が十分に理解し、社員一人ひとりの目標と

するビジョンと一致しています。ビジョン達成に向けて各人が発揮したい能力・成果を理

解し、組織と社員の進むべき方向性を一致させることに取り組んでいます。	

	 「ビジョン」とは、まだ実現していないものの、将来自社や自社を取り巻く社会がどの

ようになっていたいのかという「あるべき姿」です。	

	 例えば、５年後のビジョンを描くときに、「○○のプロフェッショナルになりたい」「最

高の○○をつくりたい」「○○を通じて人々に貢献したい」など具体的に描くのがポイン

トです。具体的なイメージが想像できると、それを実現させるための方法を描きやすくな

り、その結果、ビジョンを達成できる可能性は高まります。	

	 具体性の無いビジョンでは、変化の原動力にはなりません。逆に、良いビジョンは、社

員に共感を与え、行動の原動力となります。	

	 ビジョンを達成するために必要な行動は、必ずしも今できることの範囲とは限りません。

むしろ、原動力となるようなビジョンは、しばしば今の自分の能力を超えるチャレンジ精

神を喚起させることができます。	

	

	

	

組織と社員の方向性を一致させる体系整備 

１｜組織ビジョンと個人のビジョンを一致させる     

組織ビジョンと個人ビジョンを重ね合わせることが重要	
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	 これからのキャリア開発は、組織のビジョンと個人のビジョンを一致させる上で行って

いきます。法人側が一方的にキャリア開発を主導するのではなく、個人の主体的な取り組

みが重要です。	

	 ただし、個人主導といっても、単なる個人任せにするということではなく、組織の支援

は当然必要となります。	

	

■キャリア開発の４類型	

	 	 キャリア開発の

対象	 	 	 	
組織	 個人	

組織	 ①	 ④	

個人	 ②	 ③	

	

①は、組織主導のキャリア開発を組織主体で行う類型です。例えば、新人社員に対して、

与えられた研修プログラムに沿って、OJT などで上司が直接指導する指導方法です。	

このケースでは、社員の自主性を重んじることはありません。	

	

②は、組織主導のキャリア開発を個人主体で行う類型です。例えば、ある程度業務を習得

した社員に研修体系を提示し、社員一人ひとりが、自分の望む研修を選択し、研修を受け

るような方法です。社員が研修方法を選択することができますが、習得できる範囲は、自

社が決めた研修体系の範囲内とどまります。	

	

③は、キャリア開発を個人主導で行う類型です。このケースは、成果主義的な人事施策の

もと、「自立」「自律」「自己責任」を重んじ、社員自らが成果を上げるためのキャリア開発

方法を選択します。したがって、結果が重視され、自社が目指すビジョン達成とは必ずし

も一致はしません。	

	

④は、個人主導のキャリア開発を組織主体で行う類型です。個人を重視した③の方法では、

必ずしも自社の業績向上につながらないという反省から、組織が目指すビジョンを共有し

た上で、組織が主導し社員個人が開発したいテーマを自ら設定して、これを習得するため

に組織が支援するキャリア開発の方法です。	

	 顧客ニーズの多様化に対応していくことの重要性が高まっている今日では、この類型に

よるキャリア開発の方法が最も望まれます。	

２｜キャリア開発支援の方向性     

これからのキャリア開発の

目指す方向	

主体	
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	 キャリア開発は個人が開発したテーマの習得に向けて、組織主体で取り組むための体系

の整備が必要です。	

	 重視すべきなのは、組織ビジョンを中心に据えることです。環境変化に臨機応変に対応

するためのキャリア開発の実現には、組織ビジョンを社員全体で共有し、これを達成する

ための体系を整備することが求められます。	

	 そのためにも、ビジョンの共有を図った上で、社員一人ひとりのキャリア開発支援を行

うことが必要です。	

	

■組織側の視点に立ったキャリア開発体系	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	 ①組織のビジョン、②組織風土、③人事制度、④現場での実践、⑤バックアップ体制、

⑥総合評価の６つの切り口となっています。	

	 社員の自律を促すキャリア開発を組織内で展開していく上で重要なことは、ビジョンを

方針化し、それに基づくキャリア開発や支援の仕組みを構築し、それを組織内の多様な現

場活動で実践し、その活動を支える組織風土の定着を図るための活動を積極的に推進して

いくことです。	

	 さらに、組織の支援・展開度合いを指標化し、個人の行動や達成度も指標化して測定す

る仕組みを作った上で、一連の活動を実行に移し、継続していくことが大切です。	

３｜組織が構築するべきキャリア開発体系     

キャリア開発体系構築のポイン

トは、組織のビジョンを中心に

据えることです。	
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	 社員のキャリア開発支援を行うための仕組みを構築するには、従来のような人事評価、

処遇への反映だけでなく、キャリア開発目標の設定やその達成を支援するための研修機会

の提供が求められます。	

	 社員のキャリア開発を進めることは、社員のやる気を高め、新たな能力を引き出し、自

社の発展につながることも期待できます。	

	 キャリア開発がうまく機能するポイントは、社員一人ひとりが次のステージ（キャリア

開発目標）を描き、そこへ進むための研修機会の提供すること、そして達成状況について

上司や人事との面談の場を設定し継続的な取り組みとして実施することです。その結果、

組織と個人を方向性を一致させ、法人が目指すビジョンの達成に近づけることが可能とな

ります。	

	

■キャリア開発の運用サイクル	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

	

これからの研修体系と具体的対応策 

１｜キャリア開発の運用サイクル     
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	 社員研修は、大きくは①階層別研修と、②キャリア開発研修に分かれます。	

	 多くの企業では、それぞれの役割に応じた専門スキル、やビジネススキルを習得するた

めの「階層別研修」を実施しています。	

	 さらに今後は、社員のさらなる成長の機会を与えるための「キャリア開発研修」の実施

も求められます。	

	

①階層別研修：	

自身の役割を遂行するために必要なスキルを習得する研修	

②キャリア開発研修：	

一定年齢、一定の勤続年数者などに対して、自身のキャリアアップの機会を与える研修	

	

■これからの研修体系	

階層	 従来の階層別研修	
	

年代	 キャリア開発研修	

目的	 それぞれの役割にあったテーマ	
	

目的	 次のステップアップを目指すテーマ	

部長	 トップマネジメント研修	 	 60 代	 定年前のキャリア再設計	

	
	

50 代	 幹部候補向けのキャリアアップ	

課長	 中間管理職研修	

40 代	 次期管理職候補へのキャリアアップ	

リーダー	現場監督者研修	
	
	 30 代	

次期リーダー候補者向け	

キャリアアップ	
	

若手	 ビジネススキル研修	
	

20 代	 若手社員のスキルアップ	

		

■40 代社員のキャリア開発研修プログラム例（計 360 分）	

時間	 項目	 実施方法	

45 分	 自身のこれまでの取り組みを振り返る	 個人ワーク	

45 分	 自身の能力のたな卸し	 個人ワーク	

90 分	 自社のビジョン、戦略を理解する	 講義	

30 分	
今後のキャリアアップに必要とされる能力の	

洗い出しと習得方法の検討	
個人ワーク	

90 分	 自身の今後のキャリアアップ・プランを作成	 個人ワーク（講師によるサポート）	

60 分	 キャリアアップ・プランの実施計画を立てる	 個人ワーク（講師によるサポート）	

２｜キャリア開発を促進する研修体系     
「 
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	 今後は、労働力の確保の視点でも、社員のキャリア開発だけでなくモチベーション喚起

への対応策が必要となります。	

	 そのために、社員自らがチャレンジ意欲を持てる人事制度の構築や、働きやすい環境整

備を積極的に行うことがポイントとなります。	

	 具体的な取り組みとしては、以下の通りです	

	

■社員のキャリア開発および定着につながる効果的な具体策	

１．採用・配置・異動	

●あらゆる可能性を探るためのジョブローテーションの実施	

●シニア世代の活用（技術の伝承）	

●セカンドキャリアの支援	

●社員の多様性、個性が発揮できる人事異動の実施	

	

２．職場活性化・職場環境整備	

●女性が活躍できる環境整備	

●定期面談実施	

●メンタルヘルス相談窓口の設置	

●社内報奨制度の実施	

	

３．能力開発支援	

●外部研修への参加支援	

●社内ベンチャー制度導入	

●メンター制度導入	

	

４．適正処遇の実現	

●キャリアパスシステムの明示	

●役割に見合った公正処遇の実現	

●インセンティブの付与	

	

	

	

	

３｜キャリア開発を効果的に行うための具体的対応策     
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グローバルチャレンジ制度

キャリア開
発に関して
社員の可能
性を広げる
制度

基本研修
プログラム

自律的な
キャリア開
発の支援

キャリア開発体系

個人の視点に立ったキャリア自律支援

SUNTRY	Self	Development	Program
（自己啓発支援プログラム）

・応募型研修　　・通信教育
・e-ラーニング　・通学

キャリアビジョン制度

昇格候補者試験

内定 入社 異動・昇格・昇進

新入社員育成 4年次研修 新任プロフェッショナル研修 新任マネージャー研修

退職

	

	

	

	

	

	

（１）社員の自律を促すキャリア開発体系 

	 社員のキャリア開発を体系化し、効果的に運用されている事例として、サントリーホー

ルディングス株式会社で行われているキャリア開発制度を紹介します。	

	 同社では、以下のようなキャリア開発体系をまとめており、社員の内定時から退職する

までのキャリア開発体系を明示しています。	

	 特徴的なのは、入社時から社員に対して「自律的なキャリア開発の支援」ができるよう

に【SUNTRY	Self	Development	Program（自己啓発支援プログラム）】制度を設けているこ

とです。更にキャリアビジョン制度を設けることで、様々な社員の可能性を広げる取り組

みをしています。	

	

■サントリーHD 社のキャリア開発体系（サントリーHD	 ホームページより抜粋）	

	

	

	

	

	

	

	

	

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

キャリア開発に成功している企業の実践事例 

１｜サントリーＨＤ社のキャリア開発制度     

■自己啓発支援プログラム（SUNTORY	Self	Development	Program）とは	

社員がやりがいをもち自己実現できる自律的な企業風土を醸成する施策のひとつとして、社員が任意

で受講できるさまざまなプログラムを展開しています。	

最も参加人数が多いのは、応募型で参加する集合研修（毎年春と秋に開催）です。また、ロジカルシ

ンキングやマーケティング、アカウンティング、語学（英語・中国語）など、多くのメニューを揃え

ていることで、2012 年度の参加者数は約 1,500 人（グループ会社含む）となっています。	

その他、通信教育や e-ラーニング、語学の通学補助等、様々なメニューを揃えており、社員の自己

啓発をサポートしています。	



社員の自律を促し自社の収益を向上！キャリア開発の実践ポイント	

企業経営情報レポート	11	

（２）キャリア開発を促す研修制度 

	 同社では、研修と位置付けるキャリアワークショップを、社員の年齢や年次に応じたプ

ログラムを用意しています。	

	 キャリアワークショップでは、主に社員の年齢や年次の節目節目に行っています。	

	 例えば、入社４年目では入社してから３年間の新人育成期間が終わり、様々な部署に配

属された同期のメンバーと将来の展望を話し合い、刺激し合いながらモチベーションを高

めるためのキャリアワークショップを行っています。節目の年齢でキャリアワークショッ

プを行うことで、社員を自律させ、迷いを解消し、モチベーションを高く保ちながら、仕

事に臨めるように工夫をしています。	

	 合わせて、３種類の個別面談を行っており、社員のフォローアップにも配慮しています。	

	

■サントリーHD 社	 キャリアワークショップと個別面談（出展：労政時報 3869 号）	

キ
勐
リ
ア
ワ
勖
ク
シ
勒
勏
プ
协	

Ｗ
Ｓ
型
卐	

対象	 位置付け	 必須／任意	 内容	

入社４年目	 エントリー	 必須	 キャリアについての考え方を学ぶ	

入社 12 年目	 チャレンジ	 必須	

ジョブローテーションを終えたタイ

ミングで同期と積極的な交流や刺激

を与える	

40 代	
プロフェッショ

ナル	
任意（応募型）	

人生 80 年の折り返し地点として、さ

らに自信を持ってキャリアを確立す

るため	

53 歳	 成長の再認識	 必須	
定年後のライフプラン研修とは異な

り、更なる成長を意識付けるもの	

58 歳	 リバイタル	 必須	
いつもで人は変われるということを

実感し、新たな挑戦心を生んでいく	

個
別
面
談	

①随時型、②イベント型、③ＷＳ（ワークショップ）フォロー型、の３種類で	

個別面談を実施。	

	

①育児や復職、人間関係などについて	

②大きな環境変化を伴う異動のあった場合	

（中途入社者、育児・介護休業復職者、コース転換者、社内公募の異動者	

出向・帰任者のほか、新任マネジャー、役職勇退者）	

③ＷＳ参加者には必須で行っている。	

	 ＷＳの内容を振り返える機会を創出している。	
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	 通貨処理機製造などを行っているグローリー株式会社では、人材データベースによる人

材の可視化とキャリア面談の実施により成果を挙げています。	

	 同社のキャリア形成支援について、以下の方針を掲げており、その実現に向けた取り組

みを行っています。	

	

■キャリア形成支援方針	

社員の価値観や就業観の多様性や経常的な環境変化に対応するために、従来の会社主導の一律

的なキャリア形成の仕組みから、個人が主体的にキャリア形成に取り組む仕組みに転換し、社員

の高い労働意欲を維持し、成長力のある会社を目指します。	

	

■キャリア形成支援の目的	

①社員を人材として理解する	

同社では、(1)経営層が社員を、(2)管理職層が傘下の社員を、そして(3)社員自身が自らを、「人

材」として知るための人材データベースを運用。	

②キャリア形成に社員の経験を無駄にしない	

今まで行われてきた研修やアセスメントなど、その他社員育成に関わる書類などを統合一元化

することで、振り返りと活用ができるようにしている。	

社員が個人として、会社として、統合的に可視化でき、自己理解と今後のキャリア形成へ役立

てている。	

	

■具体的進め方と活用 

キャリア研修は、入社時、入社後４年、30 歳という節目に座学のキャリア研修を実施し、50 代

でライフキャリアの研修を実施。その上で、e-ラーニングと人材データベースを活用して上司と

のキャリア面談を年１回もしくは２回、さらには、任意のキャリアカウンセラーとの面談により

キャリア形成をサポートしている。	

人事部門は、全社的な課題や社員の希望を把握し、全社施策や教育制度、多様な働き方などの施

策の見直しや新制度の立案に活用している。	

	 以上のとおり、社員のキャリア開発は、人材発掘、活用につながるものであり、その結

果、自社の業績向上にもつながることが期待されます。	

	 これらの取り組み事例を参考に、自社のキャリア開発制度構築の参考にしていただけれ

ば幸いです。	

２｜グローリー社のキャリア開発制度     



社員の自律を促し自社の収益を向上！キャリア開発の実践ポイント	

企業経営情報レポート	13	

■参考文献 

「これからのキャリア開発支援」労務行政研究所編（労務行政研究所）	

「キャリア開発支援事例集」日本経団連出版編（日本経団連出版）	




